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第３次三条市環境基本計画（案）に対するパブリックコメント一覧 

 

　令和５年２月 16 日（木）から３月８日（水）まで実施した「第３次三条市環境基本計画

（案）」に対するパブリックコメントについて、２人 71 件の御意見をいただきましたので市

の考え方を報告します。 

 

 No 頁 意見要旨 市の考え

 １ － これまで第１次、第２次の三条市環

境基本計画の策定にあたっては、市民

ワークショップ、アンケートなど様々

な手法で、市民や民間団体、事業者な

どを巻き込み、多様な意見を吸い上

げ、その上で計画策定の作業が行われ

てきたと記憶している。そのようなプ

ロセスは、市民などへの環境基本計画

に対する関心や推進への機運を盛り上

げることにも大いに寄与していたと思

われる。近年、環境問題が年々深刻化

し市民の関心も高まる中で、今回、そ

うしたプロセスが行われなかったこと

は誠に遺憾に思う。その経緯を尋ね

る。

この度の第３次環境基本計画の策定

に当たっては、パブリックコメントのほ

か、環境審議会における公募委員などか

ら適宜御意見をいただいており、市民の

皆様の声を反映させ、制定させていただ

いたところでございます。

 ２ － 環境基本計画を策定する時には市民

等の意見を反映するように努めると条

例には書かれているが、市民の意見な

どはどのような形でとられ、反映され

たのか。 

環境問題に関心のある市民もたくさ

んおられる。アンケートや市民ワーク

ショップのような機会があれば三条市

の自然や環境に対する取組、課題など

も提案していただけると思っていた。

No.１の回答と同じです。

 ３ － 三条市環境基本計画の実施主体は、

市、事業者、民間団体、市民など年令

問わず市内で生活するもの全体に及

ぶ。したがって本環境基本計画は、誰

にでも読みやすくわかり易く編集され

なければいけないと考える。平易な文

章で、図表などを多用し、容易に現状

が把握でき、課題認識や施策とその実

目指す環境像として掲げる「つなげよ

う未来へ　豊かな自然と環境を創造す

るまち　さんじょう」へとつなげていく

ためには、御指摘のとおり、本計画の内

容を市民・事業者・市といったそれぞれ

の主体に御理解いただき実践していた

だくことが重要であると考えておりま

す。

資料 No.１
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 施の計画、到達目標などがしっかりと

リンクした形で理解できる構成と編集

を望む。 

また、他市町村の環境基本計画と見

比べても、このような環境基本計画を

策定し推進している三条市ならば、ぜ

ひ住み続けたい、住んでみたいと思わ

せるような将来に向けた安心感と魅力

を感じさせる環境基本計画であって欲

しい。

 ４ ８ ①第２次計画の取組と検証の前に、 

地球規模で進んでいる地球温暖化の危

機的な状況を詳しくわかりやすく図を

入れて伝えていく必要があると思う。

危機的な地球温暖化により国際的な取

り組みがなされ、日本も 2050 年までに

カーボンニュートラル、脱炭素社会の

実現に向けた動きになっている。その

経緯がわかるように丁寧な温暖化の説

明が必要だと思う。地球温暖化の説明

があり、第２次計画の取組と検証にす

るとわかりやすいと思う。

御指摘のとおり、地球温暖化を受けた

国際的な取組や、国内における脱炭素社

会の実現に向けた取組について、その経

緯を丁寧に説明することは重要である

と考えます。 

そのため、地球温暖化対策に係る個別

計画である三条市地球温暖化対策実行

計画（区域施策編）おいて、気候変動の

影響、地球温暖化対策を巡る国際的な動

向、国内の動向について詳細に掲げてお

ります。

 ５ ８ 第２次計画の取組と検証について 

記載されている内容は、ほぼ第２次環

境基本計画の施策（３つの柱、３つの重

点施策）の項目を並べて、「展開、推進

してきた」という記述だけで終わって

いる。具体的な展開の内容や推進の中

身の記載がなく、“検証”というタイト

ル通りの内容になっていないように感

じる。最後の２行「取り組みの結

果、・・・」で、成果を上げた施策があ

ったが、届かなかった施策もあったと

いうことだが、その中身も記載されて

いない。第２次環境基本計画の全体の

取組内容や展開推進の内容、そして検

証の結果が見えるように、取組ごとに

示されるべきではないか。そうするこ

とで、第２次環境基本計画を踏まえた

上での、今回の第３次環境基本計画策

　第３次環境基本計画は、現状を踏まえ

た上で施策の方向性を示すものです。長

期的な視点で検討を行うことが必要な

課題については、一貫した考えの下で検

討を進めていくことが必要と考えてい

ます。 

　その上で、具体的な取組については、

その成果を随時評価し、反省点等を踏ま

えつつ、適宜見直しや廃止を行ってまい

ります。 

　なお、第３次環境基本計画の策定に当

たっては、令和４年度第１回環境審議会

の中で、第２次環境基本計画の振り返り

を行った上で作成しております。
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 定ということになり、そのつながりが

わかり易くなるのではないか。ぜひ第

２次環境基本計画の取組と検証を施策

ごとの簡潔でよいので、明らかにして

いただきたい。

 ６ ８ ２次計画の取組と検証については文

章だけではわからないのでそれぞれの

施策の取組結果、指標に対しての結果

を出し、数値目標の達成度、成果はどう

か、を出したことの要因、数値目標に達

成しなかったことの要因などから課題

を出さなければ検証にならないと思

う。

　No.５の回答と同じです。

 ７ ８ 新たに発生した社会的要因について 

「脱炭素社会の実現」、「少子高齢

化」、及び「環境啓発、教育」の３項

目が並べられているが、新たに発生し

た社会的要因として「環境啓発、教

育」が「脱炭素社会の実現」、「少子高

齢化」と同列に並べられていることに

違和感を覚える。目新しい言葉ではな

い「環境啓発、教育」を“新たに発生

した社会的要因”として括るのは、不

自然に感じる。ここは、国の第５次環

境基本計画や新潟県環境基本計画でも

課題や重要取組項目として取り上げら

れて、近年クローズアップされている

「生物多様性の保全」ということにな

るのではないか。 

実際、三条市内の現状を見れば、多

くの希少種、絶滅危惧種がその生息環

境を脅かされつつあり、特定外来種の

生息範囲の拡大といった課題にも直面

している。その生物多様性の保全への

施策・取組の一つの手段として環境啓

発、教育が位置付けられる。

新たに発生した社会的要因としては、

脱炭素社会実現に向けた動きと急速な

少子高齢化の進行と捉えておりますが、

そうした動きに対応するために、環境啓

発や教育に求められる取組も変化して

いることから、当項目に記載しているも

のでございます。 

「生物多様性の保全」については、重

要な取組項目の一つと考えております

が、環境問題全般に対する取組の手段で

ある「環境啓発」についても重要な課題

であると考えております。 

「生物多様性の保全」は第 1次環境基

本計画からの重要な取組であり、従来か

らの継続した取組における「①自然環境

の保全と創造」で述べております。

 ８ ８ ②「新たに発生した社会的要因」では

なく、「脱炭素社会の推進」にして 

１地球環境を取り巻く状況 

２第２次計画の取組と検証 

地球環境を取り巻く状況については、

地球温暖化対策に係る個別計画である

三条市地球温暖化対策実行計画（区域施

策編）おいて、気候変動の影響、地球温
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 ３脱炭素社会の推進 

４今後の環境行政の方向性 

の順番にするとわかりやすいと思う。

暖化対策を巡る国際的な動向、国内の動

向について詳細に掲げております。 

また、本計画においては、脱炭素社会の

推進以外にも、まちづくり、人づくりの

視点からの施策も掲げているため、これ

らにつながる要因を併せて掲げており

ます。

 ９ ９ コラムとしてカーボンニュートラル

を取り上げられている。こうした用語

解説のコラムは、大変適切と思う。最

近、国内外で SDGｓという言葉を頻繁

に見かけるようになった。国の基本計

画や新潟県環境基本計画、県内他市町

村の環境基本計画にも必ずと言ってよ

いほどこの言葉が見られるし、実際、

企業・学校などでも環境教育のテーマ

の一つとして取り上げられている。し

かしながら、今回の三条市環境基本計

画には SDGｓの言葉を見つけることが

できなかった。 

国や県との整合性を保つためにも

SDGｓは施策全般にわたる取組として

取り上げられるべきものと考える。カ

ーボンニュートラル同様に、コラムで

も解説すべき用語ではないか。

御指摘のとおり、SDGs（持続可能な開

発目標）の考えは重要であると認識して

おります。第３次環境基本計画において

は、SDGs の考えを踏まえつつ、目指す環

境像「つなげよう未来へ　豊かな自然と

環境を創造するまち　さんじょう」の

下、社会情勢の変化を踏まえた３つの視

点による重点的取組と従来からの継続

した取組をそれぞれ体系付け、これらを

市民・事業者・行政の各主体の参加、連

携、協力によって推進することで持続可

能な社会の実現を目指してまいります。

 10 10 イ持続可能な開発目標（SDGs）を入れ

てほしい。SDGｓの取組は国際的な取り

組みであり、日本政府においては 2016 

年 12 月 22 日に内閣に設置された 

SDGs 推進本部が持続可能な開発目標

（SDGｓ）の実施指針を決定した。指針

の中には SDGs を全国的に実施するた

めには、広く全国の地方自治体及びそ

の地域で活動するステークホルダーに

よる積極的な取組を推進することが不

可欠である。この観点から、各地方自治

体に、各種計画や戦略、方針の策定や改

訂に当たっては SDGs の要素を最大限

反映することを奨励しつつ、関係府省

庁の施策等も通じ、関係するステーク

　No.９の回答と同じです。
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 ホルダーとの連携の強化等、SDGs 達成

に向けた取組を促進する。となってい

る。 

　今や自治体や企業では積極的に導入

がすすんでおり、E テレの小さい子ど

も対象の番組でも SDGｓの歌があった

り、取り組みを紹介したりしている。三

条市においても企業が積極的に取り組

んでいるし、小中学校でも数年前から

SDGｓを環境面から積極的な取り組み

をしていることに感心させられてい

る。小学校では 2020 年度から、中学校

では 2021 年度から SDGs が必修化され

ました。当然のこととして SDGｓを環

境基本計画に中に入れていかなければ

ならないと思う。

 11 10 （1）３つの重点施策の方向性 

・・・、第２次計画における取組の検

証結果を踏まえると・・・検証結果が

具体的に示されていない。 

前述の「08 頁の 1 第２次計画の取組

と検証」と重複するが、検証結果の具

体的提示が必要と考える。

　No.５の回答と同じです。

 12 10 ③今後の環境行政の方向性につい

て、三条市の再生可能エネルギーは木

質バイオマスと太陽光発電しかない。

木質バイオマス発電に使用する間伐材

は市内産２割と聞いている。市内であ

れば輸送時の二酸化炭素の排出量は少

ないと思うが、県外、ましてや海外から

の輸送で排出される二酸化炭素削減効

果を考えるとどうなのかと疑問であ

る。また 24 時間稼働の発電所において

大量の木材を安定確保することが課題

になっている。2023 年１月 29 日の日

経新聞によると「バイオマス発電の曲

がり角　燃料高騰で撤退相次ぐ」が掲

載されるなど様々な懸念が指摘されて

いるバイオマス発電である。今後の動

向を踏まえて、三条市の温暖化防止対

太陽光発電や小水力発電などの再生

可能エネルギーの推進については、国が

提供している地域別の再生可能エネル

ギー導入ポテンシャルに関する情報や、

県、他自治体の取組状況なども参考に、

まずは導入の有効性などについて、研究

してまいりたいと考えております。
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 策としてバイオマス発電だけに頼るの

ではなく太陽光発電や小水力発電など

の再生可能エネルギー導入を推進して

いくことが必要であると考える。

 13 10 ア脱炭素社会の推進について、「三条

市が率先して再生エネルギーを活用す

ることで脱炭素へ向けた市民の意識の

醸成を図ります。」となっているが、「三

条市が積極的な再生エネルギーの導入

と活用を進めることで脱炭素へ向けた

市民の意識の醸成を図ります。」と修正

してはどうか。

市の再生可能エネルギーの導入につ

いては、その有効性やデメリット等も検

討の上、総合的な判断が必要と考えてお

ります。 

そのため、まずは公共施設における再

生可能エネルギーの利用の拡大等によ

り、市が率先して再生可能エネルギー活

用することで、脱炭素へ向けた市民の意

識醸成を図ってまいります。

 14 11 ウ 環境啓発・環境教育の充実につ

いて 

前述の 08 頁、２新たに発生した社

会的要因の通り、脱炭素社会の実現、

少子高齢化と同列に「環境啓発・環境

教育」を扱うのではなく、ここは、

「ウ 生物多様性の保全」という項目

名にし、そのための一つの施策として

の「環境啓発・環境教育」をあげるべ

きかと考える。 

また、生物多様性基本法の中で、地

方公共団体の責務が明記されている。

生物多様性の保全については、三条市

としても現状をしっかりと捉え、法の

趣旨に沿った取組が必要と考える。

No.７の回答と同じです。

 15 11 本項目に対する現在の文章について

指摘すれば、“意識向上を図る”の語

句の２重使用になっていて、解釈しづ

らい文章になっている。 

（市民の環境に対する意識向上を図る

ことで、・・・・意識向上が図られる

よう取組を推進します・・・

市民の環境に対する意識向上が、身近

な地域の自然環境や自然景観の保全に

つながるものと考えております。御指摘

を踏まえ、「市民一人一人が身近な地域

の自然環境や自然景観の保全などに努

めるよう取組を推進します。」と修正い

たします。
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 16 12 ⑵継続的に取り組む施策の実施 

４行目に“第２次計画の検証結果”

が再度出てきていますが、前述のとお

り“検証結果”を第２次計画の全施策

に渡ってわかり易い掲示が必要と考え

る。 

本市を取り巻く環境情勢の変化で

は、８頁に記載の「新たに発生した社

会的要因」を指すものと思われるが、

３つ目の項目は「環境啓発・教育」で

はなく、国の環境基本計画との整合を

図り、生物多様性基本法によって課せ

られた責務を果たすため、「生物多様

性の保全」として本環境基本計画に取

り上げ、施策を考えて取り組むべきと

考える。

　No.５及び No.７の回答と同じです。

 17 14 １三条市の現況について 

環境基本計画につながる現況の内容

が非常に希薄のように思われる。例え

ば、上越市の第４次環境基本計画で

は、気象、地勢・土地利用、人口・世

帯（世帯構成の推移）、将来推計人

口、地域自治区別の人口、産業構造、

交通、都市インフラ、下水道、等々の

項目について具体的な傾向を数字、グ

ラフ等で示されている。このような情

報は、環境基本計画の策定当たって重

要な情報と考える。ぜひ参考にされ、

本環境基本計画に盛り込んでいただき

たい。

現況の項目については、温暖化や脱炭

素の視点から取り上げ記載しており、十

分と認識しております。 

なお、各種取組を進める際は、必要に

応じて各種項目を参考に検討を行って

まいります。

 18 14 三条市の現況について 

（１）地域の概要、（２）気候概況につ

いて、気候概況の推移のグラフはいい

と思うが、グラフは西暦に統一した方

が見やすいと思う。 

三条市は 2004 年に７・13水害、2011

年に７・29 水害を経験している。過去

の災害を忘れないためにも年間降水量

のグラフの中に水害がわかるような表

記を入れてほしいと思う。

年間降水量の推移を表すグラフであ

ることから、原案のとおりとさせていた

だきます。
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 19 18 １目指す環境像について 

・・・本市のすばらしい財産である

豊かな自然・・・と記載があるが、そ

の中身の紹介が本環境基本計画にな

い。市民をはじめとする活動主体全体

で共通認識をもって本基本計画を進め

ていくためには、「豊かな自然」の中

身を具体的に示すことが肝要かと思わ

れる。また、三条市は多くの場面でこ

の「豊かな自然を有する」との表現を

使われるが、単純な現状肯定に繋が

り、実際に発生している課題を隠して

しまう危険がある。前述のとおり、市

内では本来の自然環境が脅かされてい

る場面が多々あるので、正しく現状を

捉えることが重要ではないかと思う。

第１章第３節１三条市の現況⑴地域

の概要において記載しております。 

市民の皆様が、三条市は「豊かな自然

を有する」と感じ、良好な形で将来の世

代に引き継ぐことができるよう取り組

んでまいります。 

また、豊かな自然を有すること自体は

事実であり、表現として適切と考えてお

ります。

 20 18 本文５行目に、環境問題を解決する

ためには、守るだけではなく、今後は

自然を創り、・・・、とあるが、さす

がに“自然を創り”は、大袈裟すぎな

いか。人は自然に含まれる存在である

ということを認識すべきと考える。

自然を創り出すことはできませんが、

各種取組などにより、よりよい環境を作

り上げるという趣旨で記載しておりま

す。

 21 21 重点的取組③は、～人づくり～のた

めの“環境啓発・環境教育”ではな

く、本基本計画の中では、～豊かな自

然を守る～ための“生物多様性の保

全”とし、環境啓発・環境教育はその

ための一つの手段（施策）として位置

付けていだたきたいと思う。

環境啓発や環境教育は、一つの手段と

してではなく、直接的に推進すべき事業

として、位置づけております。

 22 24 第６ 節全体についての見出し項目

の番号付け（節、①、１、■、

（１）・・・）「公文書の考え方／文化

審議会」（章、節、項・・・、第１、

１、（１）、ア、（ア）の順序）を参考

にされ、本環境基本計画の全頁を通し

て統一された方が宜しいかと思う。

21 頁の２施策体系図とのつながりを

重視した記載としております。

 23 24 ①脱炭素社会の推進について 

環境基本計画であるので、三条市内

の温室効果ガス排出量の推移や部門別

の排出量の推移やごみの排出量の推

温室効果ガス及び部門別非出量につ

いては、地球温暖化対策に係る個別計画

である三条市地球温暖化対策実行計画

（区域施策編）おいて、基準年度（2013



9 

 移、動植物の現状などをグラフ等で示

し、そこから見えてくる課題を出して

施策につなげていくことが必要なので

はないか。

（平成 25）年度）及び最新年度（2019（令

和元）年度）の数値を掲載しております。 

また、ごみの排出量については、環境基

本計画において、従来からの継続した取

組として、その推移を掲載しておりま

す。

 24 24 現状と課題の文章の中について 

市民一人一人が環境に配慮した無理

のない消費行動を・・・ 

となっているが、無理のないの言葉は

脱炭素社会に向けての行動としては危

機感が無さ過ぎると思う。無理のない

は削除した方がよいと思う。

基礎自治体が取り組み得る脱炭素の

方策は、市民レベルで、気が付けば脱炭

素の取組を行ってたという状況を日々

の生活に根付かせていくことであり、そ

の実現のためには、日々の生活を少しず

つ変化させ、積み重ねていくことが肝要

と考えています。 

そのため、市民の一人一人が、生活を

少し工夫して無駄をなくす行動や環境

負荷の低い製品・サービスを選択するこ

とを促す取組を実施してまいります。

 25 25 J―クレジット制度の説明がいる。 資料 No.３用語解説に記載しておりま

す。

 26 25 電力地産地消の目標値について 

電力の地産地消をうたうのであれ

ば、現状の市内の総電力需要に対する

市内産間伐材を燃料した総発電量の割

合と、第３次環境基本計画の期間にお

ける到達目標割合を示されたほうが理

解しやすいと思われる。

電力の地産地消については、市内はも

とより、市外の間伐材、林地残材等を活

用して市内で生み出された電力の使用

も含まれまるため、間伐材、林地残材等

の利用量を目標値として設定すること

で、その推進に取り組んでまいります。

 27 25 バイオマス発電のカーボンニュート

ラルについて 

近年、木材を燃焼し再生エネルギー

やカーボンニュートラルとすることに

対して、様々な批判的論評があり、研

究結果等も公表されているようだ。 

例えば、輸送時におけるCO２排出は

以前から指摘されており、EU（欧州連

合）では、森林バイオマスはカーボン

ニュートラルではないとした報告書を

発表したそうだ。三条市では、今後も

第３次環境基本計画の中で間伐材など

を燃料としたバイオマス発電を主要施

策として掲げているが、世界の動向を

再生可能エネルギー源としてのバイ

オマスについては、エネルギー供給事業

者による非化石エネルギー源の利用及

び化石エネルギー原料の有効な利用の

促進に関する法律（エネルギー供給構造

高度化法）において、「再生可能エネルギ

ー源」について定義されており、政令に

おいて、太陽光・風力・水力・地熱・太

陽熱・大気中の熱その他の自然界に存す

る熱・バイオマスが定められています。 

また、森林は、国土の保全や水源涵養

などの様々な機能を持っており、これら

の機能を十分に発揮するには、間伐や伐

期を迎えた樹木を伐採するなどの適切
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 踏まえ、科学的に正しい認識の下で、

今後の見通し、三条市としての考え方

を示していただきたいと考える。仮に

バイオマス発電を本基本計画に掲げる

としても、他の施策も提案され併行し

て本計画書に掲載されるべき。

な森林の整備が不可欠です。森林整備な

どにより、未利用間伐材等が燃料等とし

て価値を持つことが出来れば、林業経営

にも寄与し、森林整備の推進にも繋がる

ことが期待されるため、本計画において

も、森林資源の有効活用によるカーボン

ニュートラルの推進に取り組んでまい

ります。

 28 26 想定される主な取組となっているが

実際に行う取組とどう違うのか。

現段階で想定している事業を掲げて

おりますが、今後の状況や予算などもあ

り、実際に行う事業は当然変更となる場

合もございます。

 29 27 農地・里山環境の保全について 

里山の環境については、間伐材等の

収集から発電まで一貫した取り組みに

より、里山の整備を進める・・・ 

バイオマス発電のための間伐が里山環

境の保全につながるといった趣旨かと

思われるが、保内バイオマス発電で

は、ほとんどが人工林（針葉樹林）の

スギの間伐材を燃料としている。 

しかし、いわゆる里山環境というの

は、通常「自然環境と都市空間との間

にあり、集落とそれを取り巻く二次

林、それらと混在する農地、ため池、

草原などで構成される地域を指しま

す」と定義される。したがって、バイ

オマス発電のために人工林の針葉樹

（スギ）を間伐しても、里山環境の保

全への施策としては、的を射た効果的

な施策とはならないと思われる。より

効果的な施策・取組をご検討頂き、本

施策との併記をお願いしたい。 

追記：資料№3 用語解説の“里山”の

解説で「・・・人里周辺の林地のこ

と」とあるが、狭義にすぎるように思

われる。環境省では、里山は生物多様

性保全上重要な環境として位置づけて

いるので、前述のとおり、重要項目の

一つとして取り上げ、また本基本計画

　里山には様々な定義がありますが、一

例として環境省では、里山を里地里山と

呼び、御記載のとおり定義しておりま

す。御指摘を踏まえ、農地・里山環境の

保全についての施策の方向性及び想定

される主な取組として「野生鳥獣との共

生に向けた緩衝帯の整備」について追記

いたします。
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 の中の“コラム”でも取り上げて、市

内の里山の現状を解説いただき、市民

をはじめとした各主体への周知をお願

いしたい。

 30 29 施策の方向性（１）豊かな自然を生

かした整備について 

自然を生かした整備とあるが、イベ

ントの実施と保全のきっかけづくりの

記載しかなく、具体的な整備内容の記

載がない。 

表の中でも、主要施策が“自然を生

かした整備”で、それに対する主な取

組が“イベントの実施”となってお

り、施策と取組がつながらない印象を

持つ。

ハード面の整備だけでなく、自然とふ

れあう機会の創出を通した自然環境の

保全は、今後も重要となってくると考え

ております。「豊かな自然をいかした環

境整備」に修正いたします。

 31 31 環境啓発・環境教育の充実について 

この項目は、記述のとおり、「生物

多様性の保全」と改め、現状と課題、

施策の方向性を組みなおすべきと考え

る。その施策の一つとして環境啓発・

環境教育があるという位置づけにな

る。

　No.７の回答と同じです。

 32 31  過去の第１次及び第２次環境基本

計画では、その基本計画につながるよ

うに三条市市民部環境課主催による

「三条市環境基礎調査」という事業が

実施してされていた。その目的は、市

内の地域別に環境指標生物の生息状況

を明らかにすることで、三条市の自然

環境の実態を把握し、もって環境基本

計画の施策検討の基礎データに資する

というものであった。また参加者は小

学生から大人まで多岐にわたり、市民

に対する環境教育・啓発といった意味

合いもあったと考える。 

過去２回の自然環境基礎調査の内容

をぜひ何らかの形で本第３次環境基本

計画（例えば「第３節三条の現況」な

ど）に盛り込んでいただきたい。ま

た、当市を取り巻く自然環境は、希少

環境基本計画の基礎データとして、三

条市の自然環境の実態を把握すること

は、重要であると考えております。しか

しながら、今回の計画策定に当たって

は、新型コロナウイルス感染症の拡大防

止の観点から、実施が難しい状況であり

ました。 

三条市環境基礎調査の実施について

は、今後の検討課題とさせていただきま

す。
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 生物の減少、外来生物の進出、野生鳥

獣被害の拡大など、年を追うごとに急

激に変化しており、こうした基礎調査

の継続的な実施がぜひとも必要と考え

る。第２回の自然環境基礎調査の実施

からすでに10 年の時が経過している

ので、ぜひ当局による早急な実施を希

望する。 

第1 回三条市自然環境基礎調査実施

（調査期間H16/4～H17/3、H17/3 報告

書発行） 

第2 回三条市自然環境基礎調査実施

（調査期間H25/4～12、H26/3 報告書

発行） ※ 

（※第 2 回三条市環境基礎調査報告

書は、三条市環境課のホームページで

閲覧することができます。）

 33 33 （2）環境情報の効果的な提供について 

各主体の欄に、市、市民とあるが、市

民も情報発信、提供側の主体となるの

か。関係団体は提供する主体になると

思う。

　市民を関係団体に修正いたします。

 34 33 行政が市民向けに効果的に提供する

情報として、特にお願いしたいのは「特

定外来生物」に関する情報である。近年

著しく数を増した五十嵐川のブラック

バス、また生育範囲をほぼ市内全域に

広げたオオキンケイギクやアレチウリ

などについては、定期的な啓発情報の

発信が肝要である。国などが作成した

全国一律の情報ではなく、地域の現状

を正しく捉えたうえでの適切な情報発

信が肝要と考える。

御指摘の点については、市としても重

要と考えており、どのような情報を市民

に発信していくことが有効かについて、

今後検討してまいります。

 35 35 ①自然環境の保全と創造について、

この項目では、取組状況と課題、施策

の方向性、施策の説明でまとめられて

いますが、「現状説明」の項目が必要

と考える。環境基本計画としてこの

「自然環境の保全と創造」への取り組

みを各主体がそれぞれの役割の中で進

　現状については、「取組状況と課題」に

記載しております。
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 めていくためには、まず現状の三条市

の自然環境に対する共通認識を持つこ

とが必要ではないか。

 36 35 ４行目の「自然と共生するためのマ

ナー」とは具体的に何か。

自然と共に人の生活があるという考

えの下、自然を大切にする行動を心掛け

ることを指しております。

 37 35 「環境に配慮した整備」とは、具体

的にどのような整備を指すのか。

道路や水路などの整備を行う際に、周

囲の生態系への影響を回避、低減させる

ことに配慮し整備することを指してお

ります。

 38 35  「自然観察のマナー・・・の意識の

高揚」とあるが、自然観察のマナーと

はどんな内容のことを言われているの

か。

周りの人や動植物に迷惑をかけない

ように自然観察するこという趣旨で記

載しております。

 39 35 外来種に関する記述があるが、三条

市自然環境基礎調査で市民がほぼ１年

をかけて調査したデータがある。第２ 

次環境基本計画の期間の中で、どんな

外来種がどのような状況で推移してき

たのか、具体的に示していただけない

か。それらの状況把握を踏まえた上で

施策の検討ということになると思う。

　御指摘を踏まえ、市内で分布が確認さ

れている特定外生物である「オオキンケ

イギクやウシガエルなどの」の文言を追

記いたします。

 40 36 施策の説明について、一覧表のまと

め方で、小項目・主要施策・主な取り

組み、各主体のつながりがわかりにく

いように思われる。 

例えば、小項目１の「誰もが親しめ

る水辺空間の確保」のための施策が

「空間の活用」、取組が「緑地の維持

管理」と「動植物の保全活動」、「イベ

ント検討」となっているが、目的が何

か、どういう結果を出したいのかとい

うことを明確にわかりやすく記載しな

いと、効率的な計画推進に繋がらない

のではないか。

各種取組の実施に当たっては、環境基

本計画の目的を踏まえ進めてまいりま

す。

 41 36 小項目２の「生態系基盤の維持及び

生物多様性の確保」で、その主な取組

として、「希少動物・貴重な自然植生

の情報収集及び・関係機関・団体との

情報共有」とある。生態系の基盤や生

No.32 の回答と同じです。



14 

 物多様性は、希少、貴重な対象だけで

形作られているものではないが、そう

した取組も大変重要なものと思う。そ

うした生態系基盤の維持及び生物多様

性の確保のための情報収集、情報共有

としては、前述で繰り返しになるが、

一定の環境指標生物を用いた環境調査

（Ｈ16、Ｈ25に三条市で２回行ってい

る環境基礎調査、Ｈ25年度実施の報告

書は環境課ＨＰで閲覧可能）が、市民

への環境啓発の意味合いでも大変有効

と思われる。ぜひ本計画への組み込み

をお願いしたい。 

また、過去２回行った三条市環境基

礎調査では、それなりに現状把握と課

題の抽出も行っているところであり、

主催された三条市環境課でその内容を

把握しているところと思う。したがっ

て、それらの課題に対する方向性や取

組も本環境計画にて具体的に示される

べきと考える。

 42 36 小項目２ において想定される主な

取組で外来種の市民への意識啓発とあ

るが、公園や道路などを管理される市

職員、及び児童生徒たちの教育を担う

教職者などへの周知、啓発活動も重要

と考える。また、直接的な駆除活動も

取組として取り入れることも必要と考

える。

施策提案として、今後の参考とさせて

いただきます。

 43 37 ３の(3)「自然とふれあう場の保全

と創出」でその取組に登山道の改

良、・・展望台の整備、ブナの植林活

動などの記載があるが、自然の中での

改修工事、建設工事は、周囲の自然や

景観への配慮が必要である。工事を行

った結果、登山道沿いの希少生物が消

失したというような本末転倒が、起こ

らないよう周囲の自然の状況などを十

分に確認した上で、必要最小限の工事

を行うように配慮をお願いしたい。

施策提案として、今後の参考とさせて

いただきます。
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 44 42 想定される主な取り組みについて 

　食品ロス削減に関する意識啓発とな

っているが、現在の日本では年間 600

万トン、毎日 10t トラック役 700 台分

の食品が廃棄。一人あたりにすると毎

日茶碗一杯に相当する約１３９ｇ。年

間５０㎏廃棄している。６００万トン

のうち、半分は家庭から出る食品ロス

である。このような現状から「食品ロス

の削減の推進に関する法律」が令和元

年 10 月 1 日に施行された。都道府県・

市町村は、基本方針を踏まえ、食品ロス

削減推進計画を策定することになって

いる。三条市においても食品ロス削減

推進計画を策定し、まだ食べることが

できる食品が廃棄されないようにする

ための社会的な取り組みを行っていく

必要がある。

施策提案として、今後の参考とさせて

いただきます。

 45 50 取組指標が重点的な取組だけになっ

ているが非常に消極的な姿勢に感じら

れる。 

他の施策についても数値目標を掲

げ、取り組んでいくことで進捗状況も

把握でき、課題も見つけやすく PDCA が

うまく回っていくと思う。

今回の取組指標については、環境審議

会で御審議いただき設定しており、適正

と考えております。また、環境基本計画

の進捗状況については、取組指標のほ

か、各事業の実施状況についても環境審

議会に報告し、その議事録及び資料を公

表しております。

 46 50 取組指標の表の中で、各項目に現況

値と数値目標の記載があるが、現況値

について、過去何年か分の値も示して

いただかないと、数値目標の根拠、妥

当性を判断することができない。これ

までの年度ごとの指標値の変化をグラ

フで示していただけると、理解し易

い。また可能な項目については、令和

４年度の現況値を示すべきと思う。

把握している現況値として、令和３年

度末における実績値を掲載しておりま

す。指標値の変化については、進捗状況

を報告する際にお示しします。

 47 50 取組指標は、環境課が毎年発行して

いる「三条市の環境」の小冊子の中

で、その年の進捗状況を記載すべきと

考える。これまでの「三条市の環境」

の中では環境基本計画の概要が毎回繰

り返し記載されているが、肝心の施策

環境基本計画の進捗状況については、

環境審議会に報告するとともに、その議

事録を公表しております。三条市の環境

への掲載については、どのような表記が

有効かなどについて検討してまります。
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 や取組、指標のその年の現況値など、

進捗具合がわかる報告がなされていな

い。対応をお願いしたい。

 48 50 重点的取組について 

脱炭素社会の推進での取組自体が非

常に消極的である。 

木質バイオマスだけでなく他の再生

可能エネルギーの導入推進を望む。

再生可能エネルギーの導入について

は、その有効性やデメリット等も検討の

上、総合的な判断が必要と考えておりま

す。 

そのため、まずは公共施設における再

生可能エネルギーの利用の拡大等によ

り、市が率先して再生可能エネルギー活

用することで、脱炭素社会を推進してま

いります。

 49 50 ①脱炭素社会の推進について、小項

目１で、数値目標が利用施設の数とす

るだけでは脱炭素の指標とするには十

分ではない。利用施設件数と併せて、

使用した総電力量（KW）を指標として

用いることを提案する。 

件数が増えても使用電力量の総量が

減少しては意味がない。

使用電力の総量は施設の利用状況な

どにより増減があるため、指標としませ

んが、毎年度の実績値は環境審議会で報

告いたします。

 50 50 企業の脱炭素に向けた取組の支援に

対しての指標の記載がない。取組に

「説明会の開催」とされているので、

その件数を指標として設定されるべき

と考える。

　説明会参加企業数を指標として追記

いたします。

 51 50 計画的な間伐、再造林の施策に対し

ての指標の記載がない。この施策につ

いては、三条市内の総間伐量及び総再

造林量を指標として用いるべきと考え

る。

　現段階において、明確な数値目標の設

定が困難なことから指標設定はしませ

ん。

 52 50 小項目２で、指標を木材の利用量

（燃焼させた量）とするだけでは脱炭

素の指標とするには十分ではない。利

用量と併せて、市内の山地に植樹した

本数を指標として用いることを提案す

る。間伐の後、適切な植林、管理が行

われてカーボンニュートラルが成り立

つことを考えれば、その方が脱炭素の

推進目標として適切と考える。

現段階において、明確な数値目標の設

定が困難なことから指標設定はしませ

ん。

 53 50 ②環境啓発・環境教育の充実につい 裾野を広げる環境啓発の推進につい
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 て 

前述のとおり、この重点的取組は、

「生物多様性の保全」とし、環境啓

発・環境教育はそのための一つの施策

という位置づけに変更すべきと考え

る。 

1 裾野を広げる環境啓発の推進つい

て、指標を参加人数とするだけでは環

境啓発の推進の指標として十分ではな

い。参加人数と併せて、講座、イベン

トの開催数を用いることを提案する。

また、実施した環境啓発の効果を確認

する手段、方法も検討する必要がある

のではないか。 

例えば、昨年内閣府では「生物多様

性」という言葉の周知度を調査してい

る。そのようなことも一つの指標にな

ると思う。

ての指標であることから、市が実施した

環境啓発事業の参加者数が適している

ものと考え、かんきょう庵における環境

学習及び体験型イベントの参加者数を

指標として設定しております。 

「生物多様性」などの用語の周知度調

査は、今後の施策の参考とさせていただ

きます。

 54 50 ２未来を創る環境教育の推進（２）

体験型環境教育の推進について 

上記同様に、指標については参加人

数と併せて、講座の開催数を用いるこ

とを提案する。また、実施した環境啓

発の効果を確認する手段、方法も検討

する必要があるのではないか。

体験型環境教育の推進についての指

標であることから、市が把握しうる体験

型講座への参加者数が適しているもの

と考え設定しております。 

また、講座参加者へのアンケートなど

により、事業検証を行ってまいります。

 55 51 ①自然環境の保全と創造について 

「誰もが親しめる水辺空間の確保」に

おいて、上記同様に、指標については

参加人数と併せて、保全活動の実施件

数、イベント件数の併用を提案する。

　現段階において、明確な数値目標の設

定が困難なことから指標設定はしませ

ん。

 56 51 「主要施策／生態系の保全・活用」

において指標が設定されていないが、

取組として「希少動物、貴重な自然植

生の保全」とあるので、年度ごとの保

全の件数、保全対象生物の数などを指

標として用いることを提案する。

現段階において、明確な数値目標の設

定が困難なことから指標設定はしませ

ん。

 57 51 「自然とのふれあいの場としての里

山・森林の保全」において指標が設定

されていないが、取組として「・・保

全のための植林の実施」とあるので、

現段階において、明確な数値目標の設

定が困難なことから指標設定はしませ

ん。
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 年度毎の植林の実施件数、実施面積を

指標として用いることを提案する。

 58 51 ５ の(2)「自然景観の保全」の主な

取組で自然景観に配慮した工法の事業

者への指導があるが、指導事例や自然

景観に配慮して実施した施工件数を指

標として用いることを提案する。 

また、こうした事例を何らかの方法

（例えば、前述の環境課が毎年発行す

る「三条市の環境」など）で市関係

者、取引施行業者などに知らしめて情

報共有することが大切と考える。

現段階において、明確な数値目標の設

定が困難なことから指標設定はしませ

ん。

 59 51 生活環境の保全 

項目としてごみの減量、再利用、リ

サイクル（３Ｒ）を挙げられている

が、指標としては、それぞれに分けて

管理されることが望ましいし、市民等

にもわかり易いと考える。ごみの排出

量の他、再利用された量、リサイクル

された量、を別々に分けて指標として

用いることを提案する。

　リサイクル率を指標として追記いた

します。

 60 54 三条市地球温暖化対策実行計画（区

域施策編）での区域施策策定の背景 

（１）気候変動の影響（２）地球温暖化

対策を巡る国際的な動向（３）地球温暖

化対策を巡る国内の動向であるが、地

球温暖化のことを知ってもらうために

も、文章だけの説明でなく、わかりやす

い図やグラフなどがたくさん資料とし

てあるので市民の方々に少しでも理解

しやすいようにグラフや図を入れて説

明される工夫が必要だと思う。

御意見を踏まえ、カーボンニュートラ

ルを目指す背景に関する解説を追記い

たします。

 61 54 （４）三条市における地球温暖化対

策のこれまでの取組について 

　市役所は地球温暖化防止実行計画を

策定し取組を行ってきておるが、具体

的な内容や取組効果、今後の計画、数値

目標などを示してほしい。 

市民にとって三条市役所という三条

市最大の事業所としての取組は非常に

従来からの取組④地球環境への貢献

の取組指標として「公共施設関係の二酸

化炭素削減率」を設定しております。 

また、三条市地球温暖化防止実行計画

（事務事業編）は、三条市ホームページ

に掲載しております。 

【掲載ページ】 

https://www.city.sanjo.niigata.jp/s
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 関心が高いと思う。 oshiki/shimimbu/kankyoka/kankyoeise

i/kankyokeikakukousou/12618.html

 62 58 温室効果ガス排出量の推計について 

環境省が出している自治体排出量カ

ルテを使用しているが算出根拠の説明

が必要である。

御意見を踏まえ、「自治体排出量カル

テ」で使用されている現況推計の算出方

法に関する環境省の HP リンクを追記い

たします。

 63 64 方針１再生可能エネルギーの導入促

進について 

　太陽光、水力、風力を始めとした再生

可能エネルギーは、カーボンニュート

ラルの観点から、導入拡大は地球温暖

化対策に不可欠であり、重要な低炭素

のエネルギー源です。 

と書かれているのに三条市はバイオマ

ス発電だけでは地球温暖化対策として

は不十分である。導入拡大は地球温暖

化対策に不可欠と書いてあるのだから

太陽光、水力（小水力）などの積極的な

導入の推進をするべきである。

No.48 の回答と同じです。

 64 66 

67 

68

具体的な取組が書かれているがそれ

ぞれの事業に対して数字目標が必要だ

と思う。 

　2030 年までに基準年比４６％削減、

2050年のカーボンニュートラルの目標

にむけて、年間の具体的な数値目標（二

酸化炭素）がなければ、進捗状況や課題

も検討できない。 

地球温暖化が喫緊の課題なのでPDCA

サイクルを機能させるためにも具体的

な数値目標が必要である。

目標年度に対する温室効果ガス排出

量の進捗状況については、「自治体排出

量カルテ」に掲載された数値を基に、進

捗管理を行うとともに、環境審議会によ

る進捗状況の点検・評価等を行うこと

で、計画の着実な実行を確保してまいり

ます。

 65 82 用語の「里山」について、前述のと

おり、環境省自然環境局の定義に沿っ

た解説としていただきたい。 

環境省では里山を里地里山と呼び、

下記のように定義している。 

里地里山とは、原生的な自然と都市

との中間に位置し、集落とそれを取り

巻く二次林、それらと混在する農地、

ため池、草原などで構成される地域で

す。農林業などに伴うさまざま人間の

環境省の定義に合わせ修正いたしま

す。
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 働きかけを通じて環境が形成・維持さ

れてきた。 

里地里山は、特有の生物の生息・生

育環境として、また、食料や木材など

自然資源の供給、良好な景観、文化の

伝承の観点からも重要な地域です。

 66 82 コラムで三条市内の特性特質を加え

た里山の解説をお願いする。

コラムについては、新たに発生した社

会的要因関連を掲載することとしてい

ることから、必要ないと考えておりま

す。

 67 83 「生物多様性」について解説を追加

してほしい。場合によっては、コラム

で解説した方がよい。

資料№３用語解説に追記いたします。

 68 83 「生態系基盤」（第２次環境基本計

画からの継続目標の一つ）について解

説を追加してほしい。場合によって

は、コラムで生物多様性とセットで解

説した方が良いのではないか。

　生態系の基盤という趣旨で用いてい

ることから、原案のとおりとさせていた

だきます。 

コラムについては、新たに発生した社

会的要因関連を掲載することとしてい

ることから、必要ないと考えておりま

す。

 69 83 「特定外来生物」について、“国に

より指定された“、とするよりも“外

来生物法で指定された”とする方が適

切と思う。

　「特定外来生物による生態系等に係る

被害の防止に関する法律」に修正いたし

ます。

 70 84 SDGｓについて解説を追加してほし

い。場合によっては、コラムでも解説

した方が良いのではないか。本環境基

本計画の施策の全般に関わるキーワー

ドと考える。県や国の環境基本計画と

の整合性という面からも、また様々な

事業体や教育機関でSDGｓが使われて

いることからも、本環境基本計画の施

策取組の場面でSDGｓがどこにも出現

しないことに違和感を覚える。 

用語追加だけでなく、本基本計画の

全般にわたる施策、取組の手段として

適切に記載することが必要である。

No.９の回答と同じです。

 71 － 企業、市民対象の説明会を希望する。 

環境基本計画の策定が終わったら事

業者や市民を対象に環境基本計画の説

地球温暖化を始めとした環境問題に

ついて事業者・市民の皆様へ御理解いた

だくことは重要であることから、本計画
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 明会を開いてほしい。地球温暖化の問

題は事業者、市民一人一人が理解をし

て行動していくことで少しでも温暖化

の進行を遅らせることができると思

う。 

紙ベースで終わりではなく市民と顔

を合わせた中での説明会をお願いした

い。

は、三条市ホームページで公開するほ

か、各庁舎の情報公開コーナーに設置す

ることとし、現在、直接説明会を開催す

る予定はございません。


